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　昭和 51 年 8 月 「東海地震説 」 が発表され て 以後 、静岡県では県民と一体とな っ た東海

地叢対策が推進 されて きた 。その一一lfとして、県で は東海地震に対する県民惹識 を隔年毎

に 、又 県政世論謂査 に お い て も
一
部地震関係の調瓷を実施 して い る ．これ に よ り、県民 の

意識や実態 、経年的な変化を把握 し、地震防災に係る施策を検討する基礎資科 として い る．

　以下は、
・
こ の調査資栽をもとに分析 した 「県民 の 防災慧識変化 」 の要旨で ある ．

1　 県民 意識 の 変化分祈

　 （1 ）東海地震に対す る関心度

　　　　58 隼度 か ら 6年閤 の 経過 で 関心層が約7 ％減少 してお り、ゆるやかな慧識低下

　　　を続 けて い る．男女別、年代別に お い ては大蓮な い が、地区別では東部にお け る関

　　　心層の 減少率が低 い 。これは、こ れまで 年中行事 の ごとく発生して い た伊豆半 島東

　　　方沖 の 群発地震や平成元年 7 月の海底噴火 の た め と思われる．

　　　　県政世論調査に よる 「地震発生後の 行動に つ い ての 話 し合 い の 有無 」 に お い ても、

　　　同様な傾向が見 られ る ．しか し、 「東海地震説 J 発表以前の 昭和 46 年 度 に おけ る

　　　調査では 61 ．1％と高 い 結果 を見るが、こ れほ、44 年 11 月 「駿河湾 か ち遠州

　　　灘沖で の地震発生の 可能性大 」 との発表が、県民 に かなりの 動揺を与えてい た結果

　　　と思われ る。

　 ｛21 家庭 内対策の 実施状況

　　　  　家族 の 詣 し合い が必要と思われる対策項 目に つ い て、h ずか つ つ 低下 して い る

　　　　が 、こ れ は ｛1）の 関心度 と相鬨があり、単震に 鬨す る話題が家庭内 で減少 して い

　　　　る こ とを表 して い る．

　　　  　
「

出火防止対策 」 の 項 目で は 他より粲施築 が 高 い もの の ．や や 低下 を示すのは、

　　　　種 々 の安全装置の普及 に よるもの と思われる．

　　　  　
「家具の固定J 「食料 ・飲料水の 備蓄 」 等 で は 、販売商品の 多 襍化に よる た め

　　　　か 、実箆率 の 上昇を示す ．

2　イベ ン トと意識変化

　　元年度 の 県民憲識調査 に よれ ‘浜 伊東 、熱海両市を中心 とした東部地区の 「関心度 」

　
「家具 の 固定 」 が他地区 に比較し高 い 結果 を示 して い る．この 結果が平成 元年発生 した

群発地震か ら海底噴火に い た る一連 の 現象 に よる こ とは明らか で あり、イ ベ ン トとの 遭

遇 が 聡 変化 と大 きくかか あ r ・て い る こ とが分か る。

　　中西部にお い て は、51 年度目立 っ たイペ ン トが なく静穏 で あ る こ とが 、冢庭内対策

必要性の 認識を弱め て い る。

3　 意識低下の 要因と今後の対策

　　防災慧識 を低下させ て い る要因 は 種 々 考えられ るが 、中で も、 「日本 〔特 に 東海地震

予想震源域 ）に お い て、近年．大きな地震が ない 」 こ とが最大 で あろう。今後 、適度な

揺れ を待 つ ことが で きない 以上、県民 が 東海地震 に 対す る 正 しい 謬識 を身 に つ け る と共
に、地震に傭え た 日頃の 家庭内対策 の 重要性を認識するよ う、県 ・市町村一体 とな っ た

啓蒙、啓発活動を繰 り返 し展開 して い く必要がある．
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　 「駿河 湾に M8 ク ラ ス の 巨大地震 の 可能性、明 日起 きて もお か しくはな い 」 昭和 51 年

8 月 に発表 され た東海地震説で あ る 。

　こ れ は、当時 の 静岡県民 に と っ て 、 大変シ ョ ッ キ ン グ な ニ ュ
ース で あり、 大 きな不安感

と恐 怖感を 与え た
。

　また 、 県 や市町村に お い て も地震対策が急務の 課題 となるな ど大きな社会問題 とな っ た 。

昭和 53 年 6 月 に は 「大規模地震対策特別措置法」が制定され 、 地震予知を前提 と して 、

国 、 地方公 共団体 、 事 業所、住民が それぞれ果たす役割を明確 にするな ど 、 世界で 初め て

の 新 しい 発 想の 法 律が で きた 。

　静岡県 で は、昭 和 51 年以 来 15 年間にわ た り地震対策を進 め て き て お り、
ハ

ー
ド面に

おけ る地震対策事業で は 、 地霞財特法 、 法人事業税の 超過課税 によ り着実に 整備が進 め ら

れ て きて い る 。

　
一方 、 ソ フ ト面 に おけ る 対策 に っ い て は 、 地震 防災 の 重要性 を説い た啓発 用冊子を全家

庭 に 配布 し 、 県内全域 1；　．e 主防災組織 の 結成を促進す る な ど、様 々 な角度か ら対策事業を

推進 して きた e

　東海地震説以来 15 年が経過 した 今日 、 こ の 間 、 地震活動の 静穏状態が継続 して い る こ

と もあ り、 県民に は当初の 地 震に対する危機感が 薄 らぎ、防災意識の 低下に 結び っ きっ っ

ある こ とが 懸 念 され て い る 。

　本県で は 、 東海地震 に 対する県民意識を隔年毎に 、 又 、 県政世論調査 にお い て も一部地

震対策 関係の 調査を実施 して い る 。 こ れ らの 調査資料を もと に 、 県民の 防災意識変化を分

析 し て みた 。

1　 調査の 概要

　 （1）県 民意識調査

　　   舗 査 目的

　　　 県 民の 東海地震 に対す る防災対策 の 実施状況や警戒宣言発令時の 防災対応行動を

　　 調査 し 、 そ の 意識 や実態、経年的な県民意識 の 変化 を把握 し 、 地震防災 に 係る各施

　　 策を検討する基礎資料を褥る 目的で 実施する 。

　　   調 査内容

　　　 O 東海地震 へ の 関心 ・知 識に っ い て

　　　 O 日頃の 防災対策に っ い て

　　　 O 自主防災紐 織 ・ 防災訓練 に っ い て

　　　 O 警戒 宣 言発 令時の 行動に つ い て

　　　 O 突発地 震 に っ い て

　　   調査 方法

　　　 O 調 査対 象　　県内在住の 20 〜 69 才男女

　　　 0 標 本数　　　 2 、 000 人

　　　 O 方法　　　　郵送法
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（2 ）県政世論調査

　   調査 目的

　　 21 世紀に 向け て の 静岡県、県民の 生活に っ い て の 意識 、 県政の 主要課題に っ い

　 て の 県民意識 な どを把握 し 、 県政推進 の ため の 基礎的 な指針とす る。

　   調査内容

　 　 021 世紀 に 向けて の 静岡県

　　 ○生活 に っ い て の 意識

　 　 0 県政 の 主要課題 に っ い て の 意識

　　 O 県の 仕事に 対する関心

　   調査方法

　　 O 調査対象　　県内在住の 20 才以上の 男女

　　 O 標本数　　　 2 、 000 人

　 　 0 方法　　　　調査員に よ る面接調査

2　 県民意識の 変化分析

　 （1 ）東海地震に 対する関心 度

　　　 表一 1 は 、 昭和 58 年度よ り隔年 に調 査 して い る 「東海地霞に っ い て の 県民意識

　　 調査」の うち、 東海地震 に対 して 「2 〜 3年前よ り関心をもっ よ うにな っ た」 と

　　　 「変わ らな い 」 と答 えた数 を加 え た もの で ある 。

表一 1 東海地震に対する関心度 （関心を もっ て い る）

年　　度 58 60 62 元

全　 　体 78 ． 3開 73 ． 1％ 73 ． 7 駕 70 ． 9 鯖

男 77 。 1 72 ， 4 7L 　4性

別 女 79 ， 5 75 ． 1 71 ． 2

20 代 男 80 ． 3 76 ． 0 77 ． 3 67 。 3

女 86 ． 2 79 ． 370 ．6 71 ． 4

30 男 75 ． 9 72 ． 5 67 ． 5 72 。 0

女 73 ． 8 68 ． 9 74 ． 6 72 ． 2
年

　
　
　

代

40 男 72 ． 9 76 ． 572 。 4 72 ． 2

女 75 。 9 61 ． 1 73 ， 0 65 ． 8

50 男 79 ． 8 75 。 5 72 ． 5 68 ． 3

女 83 ． 2 75 ． 4 73 ． 8 74 ． 3

60 男 79 ． 180 ． 5 80 。 3

女 71 ． 985 ． 1 77 ． 8

東　 部 76 ． 7 71 ． 9 76 ． 8 74 ． 0地

　
　
区

中　部 74 ． 4 70 ． 5 70 ． 9 66 ． 3

西　部 83 ． 9 76 ． 9 74 ． 0 72 ． 2
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  全体的傾 向

　　60 、 62 年度で は 大差な く 73 ％ で あ っ た が、元年度は約 71 ％ とな り2 ％

　低下した 。 58 年度か らの 6年間 で ほぼ 7 ％近 く減少 してお り、 東海地震に対す

　る 関心 は 、 わず か で はあるが 風化の 傾向を示 して い る 。

  男女別

　　男女 ほ ぼ 同傾向の 変化が 見られるが 、 わずか に女性の 関心屈の 減少率が大 きい 。

  年代別

　　各年代毎 に大 きな差 はみ られな い が 、 20 代 におい て は 58 年 と元年の 間で関

　心 層の 滅少 が 目立 っ 。

  地区別

　○中部地区 に おける関心閣は 、 58 年度以後 3地 区の 中で最 も低い 。

　06 年 間の 変化率 に お い て は 、 西部地区 の 減 少率が高 い の が 目立 っ
。

　 0 東部地区 に おい て 関心層の 減少＄が低 い の は 、 毎年発生 して い る伊豆半島東方

　　 沖群発地震や 平成元年 7 月 の 海底噴 火 によ り 、 地域住民が常 に 不安感を抱 い て

　　 い るた め と考え られ る。

（2 ）地震発生 後の 行動に っ い て の 話 し合 い の 有無

　　 表一 2 は 、 昭和 52 、 63 、 平成 2年度 に実施 した県政世諭調査 にお い て 、 　「地

　 霞 が 起 き た ら ど うす る か 、 話 し合 っ た こ とがあ りますか」 に お け る ア ン ケ ー
ト調査

　 の 結果で あ る 。

　　 昭 和 46 年度の 結果は 、 「東海地震説」 発表の 5 年前 、 県消防防災課 に よ り実施

　 され た 「地震 ア ン ケ ー
ト調査」の 中よ り 「地震 に 備え 家族 と話 し合 っ た こ とが あり

　 ます か」の 問 い に 対す る答え で あ る 。

　   52 年度〜 2年度

　　　 52 年 、 76 ． 9 ％を示 した後 の 低下 は 、 （1）で の 「東海地震に対する関心

　　 度」 と同 じ傾向を示 して い るが 、 こ こ で も、 東郁地区の 減少率が他地区 に比 べ て

　　 小 さい の は 、 （1） 一  で述 べ た こ とが原因 と考え られ る 。

　   46 年度

　　　 昭和 46 年度 （47 年 2 月実施）に お い て も、 話 し合い が 6L1 ％ の 高 い 値

　　 を 示す が 、 こ れ は 、 石 橋氏が 東海地震説を発表す る以葡の 昭和 44 年 11 月 、 地

　　 震予知連絡会が 「駿河 湾か ら遠州灘 に か け て の 東海地方 に大規模 な地震が発生す

　　 る可能性が 大き くな っ て い る」と発表して お り、 県で も 46 年 2 月に 地震対策連

　　 絡会を発足 させ て い る 。 こ の よ うな動きは、当時、県 民に対 して かな りの 動揺 を

　　 あ たえ た はず で あ り 、 61 ． 1％ の 高い結果に 結びっ い て い る と思 われ る 。

　　　　表一 2　 　地震が あ っ た らど うする か 、 銛 し合 っ た こ とがあ るか

年度 あ る な し あ　 る

東 部 中部 西 部

46 61 ． 1 ％ 38 ． 0 兜

52 76 ． 9 23 ． 1 75 ． 080 ． 076 。 0

63 43 ． 9 56 ． 1 50 ． 145 ． 136 ． 6

2 36 ． 3 63 ． 7 41 ． 836 ． 330 ， 7
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（3）家庭内対策の 実施状況

　　 表 一3 は 、 家庭内対策 の 項目別実施状況で あ る。

　   「家族の 役割分担」 「連絡方法の決定」 「家族の落 ち合 う場所」等の 項 目に お

　　 い て は 55 年か ら低下 して い るが、 2 −
（2）県政世論調査 「話 し合い の 有無」

　　 の 低下と相関があ り、 茶の 間の 話題として地震や地震後の 行動 にっ いて取 り上 げ

　　 られ る機会が少な くな っ た こ とを表 して い る 。

　   家庭内の 出火防止にか かわ る項目 「元栓閉止」 「火気 まわ り整理 」 「消火器 ・

　　 水の 用意」の 実施率は他項 目に 比べ て高い が 、 56 年よ り 20 ％近 くの 低下 を示

　　 す 。 こ れ は 、 ガ ス漏れ 防止装置 、 ガ ス 遮断装圃等の 普及に よ り住民の 安心 感が 増

　　 して い る可能性 もあ る 。

　   　 「避難場所の 決定」　「家具の 固定」　「食料 ・ 飲料水の 備蓄」 に っ い て は 56 年

　　 〜 59 年よ り実施率が上が っ て い る。 こ れ は 、 大型 ホーム セ ン ターに お ける多種

　　 類 の 固 定金具 の 販売 や 、 レ トル ト食品、 ドラ イ食品な ど保存食品の 多様化 と の 関

　　 連 もある と考え られ る 。

表一 3　　 家庭内対策 の 実施状況

年　　　度 5558 6062 元

家族の 役割分担 1｛，57 ，14 ．45 ，54 ．2

連絡方法を決め て い る 3且．823 ．4 且7．319 ．41B ．9

避 難場所を決め て い る ll．732 ．533 ，031 ．5

家族の 落ち合 う場所 36，931 ，520 ，6 田．422 ，2

家麗 の 耐震診断 暉．213 ，05 ．T4 ，05 ，2

家具 の 固 定 19，032 ．537 ．341 ．i37 ．ε

ガ ス を使わない 時の 元栓閉 訂准．363 ．855 ，955 ，窪 55．o

火気 まわ りの 整理 53，848 ，031 ．334 ，533 ，5

消火器 ・ 消火用水の 用意 53．151 ．9a6 ．342 ，437 ，7

食料の 備蓄 33，255 ，ε 5τ．552 ．7

飲料水 の 備蓄 22，042 ．o45 ．237 ．5

非常持ち出 し品の 用意 徇。555 ．249 ，447 ．944 ．7

（4）防災準備度

　　 表
一 4 は 58 、 60 、 62 、 元年度に お ける防災準備度 の 調査結果で あ り 、 防災

　 意 識の 指標の
一

っ と見 る こ と が で きる 。

　　　 ※ 　防災準備度と は 、 以下の項 目に つ い て の 実施を点数化 し 、 その 計を 3 段階

　　　　 に ラ ン クづ け して い る。

　　　　 O 　食料の 備蓄 、 飲料水の 備蓄 、 家具類の 固定、家族 の 役割、家族 との 連絡

　　　　　 方法 、 家族の 行動計画 、避難場所 、 落 ち合 う場所 、 元栓閉止 、 火気器具周

　　　　　 辺整理、石 油 ス トーブ の 耐震装置付 き使用 、 浴椚貯水 、 消 火器 ・バ ケ ツ 用

　　　　　 水準備 、 園児 ・ 児奩の 引取 り方法 、 ガラ ス の 飛散防止 、 ガ ス ボ ン ベ 転倒防

　　　　　 止、非常 持 出 し品朋意　　 （以上 各 1点で 　 17 点）
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O 自主防災組織へ の 加入　 　 （1点）

O 地震防災訓練へ の 参加　　 （1点）　　　　 計　 19 点

　　　　　　　 10 〜 19 点を　防災準備度　高

　　　　　　　　 7 〜　 9 点を　　　 〃 　　　中

　　　　　　　　0 〜 6 点を 〃 低 　とす る 。

　 60 年度で 防災準備度の 傾向が
一度逆転 して い るが 、 58 年度と元年の比較で は 、

準備度の 低下が み られ る 。

　こ の 傾向 は （1 ） （2 ） （3 ）の 結果 と同様 、 東海地震 に 対 す る関心 の 稀薄化が

準備度の 低 下 と詰 びつ い て い る もの と思 われ る 。

表一 4　　 防災準備度

年度 58 60 62 元

高 30 ． 6％ 36 ． 9 暫 24 ， 8 κ 22 ． 4 騒

中 37 ． 2 36 ． 8 31 ， 7 32 ， 7

低 32 ． 2 26 ． 3 43 ． 5 44 ，9

3　 イ ベ ン トと意識変化

　　裹一 5 は 、 平 成元年度の 県民意識調査 によ る r市町村の 関心 度」　「家具の 固定」　「防

　災準備度 （高） 」を表 した もの で あ る 。

　　 「東海地震説」発表後の 国内におい て は 、 伊豆大島近海地震 （53 ・ 1 ）、宮 城県沖

　地 霞 （53 ・6） 、 日 本海中部地震 （58 ・5） 、 長野 県西 部地震 （59 ・ 9）等の 被

　害地震が 発生 した 。 県 内 に お い て は 、 元年 7 月伊豆半 島東方沖に お い て 群発地震 か ら海

　底噴火に い た る
一連の 現象が発生 して い る 。

　　こ の 中、県 外で 起 きた前述の 地震におい て は 、

一時的に県民 の地震に 対す る警戒心を

呼び戻す効果 が あ っ た と思 われ るが 、 持続性はな く、 そ の 後の県民意識 に大 きな変化を

　認 め る こ とは で きな い 。 しか し、 後述の 群発地震か ら海底噴火に い た る出来事は 、 伊東

　市民 の 眼 前 で 発 生 した現 象で あ り、 伊東 、 熱海両市を中心 と した東 部地区の 住民 に 大き

　な 衝撃 を与 え た の は 確か で あ る 。 特に 、 こ れ ま で の 群発地震に 加え た火山噴 火は さら に

　陸地寄 り、ま た陸地 内 の 再噴火と い う恐怖感を抱かせ た と恩われ る
。 東海地震に 対 して

　「2 〜 3 年前 よ り関心 を もっ 」 「家具の 固定」　r防災準備度 ・ 高」を 示す数値が 、伊東

　市 、 熱海市に おい て 高い の も、 こ の 希な 自然現象を 目撃 した 結果 と考え る 。 ただ 、 こ の

　傾向が どの 程度 の持 続性を もっ か は 、 次回 の調査 を待 たね ば な らな い 。

　　こ の こ とか ら、菓 部地 区 の よ う に イ ベ ン ト と の 遭 遇 が意識 の 高 ま り に っ な が る こ と は

確 か で あ る 。 ま た、 「家具 の 固定 」 等 、 家庭 内対 策 が 実 施 済み の 場合 、 そ の 効果 を確 認

　で き る こ と に もな る 。

一方 、 県の 中西部地域にお い て は 、 大 きなイペ ン トもな く静穏 な

　た め 、 「家庭内対策」 実施後の メ リ ッ トを実証で きな い上 に 、 東 部地域の 出来事 を 「対

　岸 の 火事」 的な受け とめか た を して い る こ と が 、 意識低下 の 原因の 一
つ と な う て い ると

　も考え る 。
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表一 5　　市町村別　関心 度 、 家具の 固定 、 防災準備度 （高）

関心をもっ 家具の 固定 防災準備度 ・

全体 23 ． 7％ 37 ． 6 階 22 ． 4 髫

東部地区 30 ， 2 44 ． 6 28 ． 9

中部地 区 17 ． 6 38 ． 9 17 ． 3

西部地区 24 ． 0 31 ． 7 22 ． 3

熱海 市 53 ， 3 60 ． 0 30 ． 0

伊東市 63 ． 9 50 ． 0 44 ． 4

下田市 34 ． 8 37 ． 0 23 ． 9

裾野市 24 ． 3 27 ． 0 35 ． 1

富士宮市 32 ． 4 54 ， 1 24 ． 3

東伊豆町 43 ． 8 62 ， 5 25 ， 0

土肥町 27 ． 3 45 ． 5 36 ，4

清水市 21 ． 9 38 ． 4 13 ． 7

静岡市 21 ． 7 33 ． 3 8． 7

焼津市 15 ． 9 47 ． 6 20 ， 6

藤枝市 17 ． 4 33 ． 7 17 ， 4

島田市 16 ． 1 43 ． 5 19 ．4

由比町 13 ． 5 48 ． 6 24 ． 3

大井川町 9． 7 29 ． 0 25 ． 8

掛川市 19 。 1 36 ， 2 31 ， 9

袋井市 27 ． 3 34 ． 5 23 。 6

磐田市 32 ． 7 30 ． 6 20 ． 4

浜北市 18 ． 9 30 ． 2 13 ． 2

天竜市 19 ． 6 23 ． 5 15 ． 7

浜松市 14 ． 9 29 ． 8 17 ．0

浜岡 町 25 ． 0 25 ． 0 16 ． 7

4　 ま とめ

　　県 民 の 東海地 霞に 対す る関心度や家庭 内対策 の 実施度を含 め た防災 意識 を低下 させ て

　い る要 因 と して は 、下記 の よ う な事実又は潜在意識が考え ら れ る 。

　 （1） 要因 と して

　　　  日 本 （特に 東溌地霞予 想震源域） にお い て 、 近年 、 大 きな地震が な い
。

　　　  過去の 捜害地震 （関東 、 北伊豆 、 東南海）体験者の 漸減

　　　  　科学 の 進 歩に よ り予知 能力が増 し、 確 実に警戒宣 言が 発令 され 、 そ の 後 の 対応

　　　　で 間 に 合う 。

　　　  こ れ ま で の 10 数年間 の 対策で 安 全性が確保 され て い る 。

　　　  　毎年実施 され て い る 防災訓練 で 十分対応 で き る 。

　　　な か で も、   に っ い て は 3の 結果で 示 され る とお り最大の 要因と考え られ る 。
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（2 ）今後の 対策

　　　 適度の 揺 れを倅 う地震発生を待 つ こ とが で きな い 以上 、 県民が東海地震 に対す

　　 る 正 しい 知識を身 に っ け る と共に 、地震 に 備え た 日頃 の 家庭内対策 の 重要 性を認

　　 識す る よ う、 県 ・市町村一体 とな っ た啓蒙 、 啓発活動を繰 り返 し展 開 して い く必

　　 要が あ る。

　　　 そ し て
、 県民 の と るべ き防災の 原点は 、 まず 「生命の 安全確保」 で ある。 そ の

　　 意味に おい て も家庭内対策の 中 、 「家屋 の 耐震診断 〔元年実施率 5，2S）」　「家具

　　 の 固定 ｛3T．6S｝」 「出火防止策 （42．1紛 」等が最重要で あり、 最優先され るべ き

　　 項 目で あ るが 、
い ずれ も実施率は 50 ％ に も遠 して い な い

。 「家庭内で の 語 し合

　　 い 」　r備蓄食料 。 飲料水の 確保」 等は 、 生命確保 の 後 IC必要な項 目とい え る 。

　　　 今後 、 　「生命の 安全確保」 を目標に 、 また 、 危険予想地域外に おい て は家の 中

　　 で 地霞を迎 え うっ こ とが で きるよ う、上 記 3項 目を中心に 実施率を高め て い かね

　　 ばな らな い o

（参考）　 以 下は本年度、 県民の防災意識高揚を 目標に 計画 して い る事業活動内

　　　 容で あ る。
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